
平成 14 年 3 月期     中 間 決 算 短 信 ( 連 結)             平成 13 年 11 月 30 日 

上場取引所  東京 
上 場 会 社 名   常磐興産株式会社 本社所在都道府県 東京都 
コ ー ド 番 号   ９６７５ 
問 合 せ 先 責任者役職名  専務取締役事業統轄本部長 

氏 名  斎藤 一彦  TEL (03) 3663 - 3415 
決 算 取 締 役 会 開 催 日  平成 13 年 11 月 30 日 
米国会計基準採用の有無      無 
 
１. 13 年 9 月中間期の連結業績（平成 13 年 4 月 1 日 ～ 平成 13 年 9 月 30 日） 
(1) 連結経営成績                           (単位:百万円未満切捨表示) 

 
売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
13 年 9 月中間期 22,534 △ 11.0 819 △ 30.8 335 △ 57.6 
12 年 9 月中間期 25,315 ― 1,184 ―   792 ―  

13 年 3 月期 51,187  2,414  1,145  

  

 中間(当期)純利益 
１ 株 当 た り 
中間(当期)純利益  

潜在株式調整後1株当たり 
中間(当期)純利益 

 百万円 ％ 円 銭 円  銭 
13年 9月中間期 △ 1,831 ― △ 26. 01 ― 
12年 9月中間期 511 ― 7. 38 ― 

13 年 3 月期 544   7. 83 ― 

(注)①持分法投資利益 13年9月中間期 △8百万円 12年9月中間期 △37百万円 13年3月期 △242百万円 
②期中平均株式数(連結) 13年9月中間期70,410,394 株 12年9月中間期69,305,570株 13年3月期69,540,223株 
③会計処理の方法の変更   無 
④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

(2) 連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％    円 銭 
13年 9月中間期 85,199 11,443 13.4 162. 52 
12年 9月中間期 93,429 13,538 14.5 193. 93 

13 年 3 月期 89,362 13,582 15.2 194. 54 

(注)期末発行済株式数(連結) 13年9月中間期70,411,086株 12年9月中間期69,811,219 株 13年3月期69,818,552株 

 
(3) 連結キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による 
キャッシュ･フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 
13年 9月中間期 1,260 799 △ 1,883 5,031 
12年 9月中間期 1,201 630 △ 734 5,676 

13 年 3 月期 4,255 1,525 △ 5,151 5,207 

 
(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数 22 社 持分法適用非連結子会社数 ― 社 持分法適用関連会社数 5 社 
 

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結(新規)  ― 社 (除外)  3 社  持分法(新規)  ― 社 (除外)  2 社 
 

２. 14 年 3 月期の連結業績予想（ 平成 13 年 4 月 1 日  ～  平成 14 年 3 月 31 日 ） 

 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

通 期 
百万円 

49,450 
百万円 

1,060 
百万円 

△ 1,450 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   △20 円 59 銭 
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事業分野 当　　社 連結子会社 持分法適用会社

㈱ｼﾞｪｲ･ｹｲ･ﾚｽﾄﾗﾝｻｰﾋﾞｽ

㈱ｼﾞｪｲ･ｹｲ･ｽﾀｯﾌ

「クレストヒルズゴルフ倶楽部」 ㈱クレストヒルズ

「ホテルクレスト札幌」 ㈱ホテルクレスト札幌

「山海館」 　 ㈱山海館

 大型ｸﾗﾌﾄ紙袋、ﾀﾞﾝﾎﾞｰﾙｹｰｽ いわき紙器㈱

 包装用品 ㈱ジェイ・アイ・ピー

 プラスチック緩衝材 常磐ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ工業㈱

㈱常磐製作所

㈱常磐ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

常磐製鋼原料㈱

その他製造 常磐硝子㈱

㈱テクノ・クレスト

㈱ｼｰｴｽ・ﾒﾝﾃｯｸ

ﾊﾞｷｭｰﾑｺﾝｸﾘｰﾄ興業㈱

常興電機㈱ 常磐開発㈱

㈱茨城ｻｰﾋﾞｽｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 常磐工事㈱

東北設備㈱

地質調査、測量設計 地質基礎工業㈱

石炭・石油類、建設関連資材 燃料商事

酒類、食品 常磐食品酒類販売㈱

㈱クレストビル

㈱ｸﾚｽﾄｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

ときわ流通㈱

小名浜港ｾﾒﾝﾄ荷役㈱

温泉供給 常磐湯本温泉㈱

企 業 集 団 の 状 況

　 当社は、関係会社とともに、「スパリゾート・ハワイアンズ」等の観光事業を中心に、常磐

炭礦時代から引き継いだ資産・技術力等を生かした多角的事業を展開いたしております。

   当社及び連結子会社（22社）、持分法適用会社（5社）を事業分野別に記載すると概ね次のと

おりであります。
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包装事業

ＰＣ事業

包装部材

機械鉄鋼

その他の事業
運輸、荷役

観光事業

売　　上　　区　　分

   なお、「事業分野」と「事業の種類別セグメント」は同一であります。

ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ橋梁設計・施工・補
修、
その他コンクリート製品

「スパリゾート・ハワイアンズ」

製造関連事業

観光事業

開発事業

建築、土木工事、電気工事　他

不動産の分譲、賃貸、仲介、管理

建設・土木業

不動産事業

卸売業



事業の系統図は主に次のとおりであります。

運営子会社 　

㈱ｼﾞｪｲ･ｹｲ･ﾚｽﾄﾗﾝｻｰﾋﾞｽ

㈱ｼﾞｪｲ・ｹｲ・ｽﾀｯﾌ 業務委託

㈱ｸﾚｽﾄﾋﾙｽﾞ

㈱ﾎﾃﾙｸﾚｽﾄ札幌 旅館 ㈱山海館

製造子会社

㈱ｼﾞｪｲ・ｱｲ・ﾋﾟｰ 製造委託 ㈱常磐製作所

いわき紙器㈱ ㈱常磐ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

常磐ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ工業㈱ 常磐製鋼原料㈱

その他製造

㈱常磐硝子

土木設計 　

土地賃貸 ㈱テクノ・クレスト

コンクリート構造物補修工事

㈱シーエス・メンテック

常興電機㈱

㈱茨城ｻｰﾋﾞｽｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

常磐開発㈱

常磐工事㈱

東北設備㈱

地質調査、測量設計

地質基礎工業㈱

酒類・食品販売

常磐食品酒類販売㈱

ビル賃貸・管理

㈱クレストビル

管理委託 ㈱ｸﾚｽﾄｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

運輸 ときわ流通㈱

荷役 小名浜港ｾﾒﾝﾄ荷役㈱

温泉供給

常磐湯本温泉㈱
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                                                経経経経    営営営営    方方方方    針針針針    
    

    １．会社の経営の基本方針１．会社の経営の基本方針１．会社の経営の基本方針１．会社の経営の基本方針    

        当社ならびにグループ各社は、経営理念として｢総親和、総努力により顧客主義、人間当社ならびにグループ各社は、経営理念として｢総親和、総努力により顧客主義、人間当社ならびにグループ各社は、経営理念として｢総親和、総努力により顧客主義、人間当社ならびにグループ各社は、経営理念として｢総親和、総努力により顧客主義、人間    

    主義、品質主義を基本として社業の発展を図り社会に貢献する」ことを掲げ、常に顧客・主義、品質主義を基本として社業の発展を図り社会に貢献する」ことを掲げ、常に顧客・主義、品質主義を基本として社業の発展を図り社会に貢献する」ことを掲げ、常に顧客・主義、品質主義を基本として社業の発展を図り社会に貢献する」ことを掲げ、常に顧客・    

    株主ひいては社会に満足いただけるサービスや新しい価値を提供し続けられる企業を目株主ひいては社会に満足いただけるサービスや新しい価値を提供し続けられる企業を目株主ひいては社会に満足いただけるサービスや新しい価値を提供し続けられる企業を目株主ひいては社会に満足いただけるサービスや新しい価値を提供し続けられる企業を目    

    指しております。指しております。指しております。指しております。    

    

    ２．会社の利益配分に関する基本方針２．会社の利益配分に関する基本方針２．会社の利益配分に関する基本方針２．会社の利益配分に関する基本方針    

        利益配分に関しましては、各事業年度の業績状況と今後の事業展開を勘案し、収益力の利益配分に関しましては、各事業年度の業績状況と今後の事業展開を勘案し、収益力の利益配分に関しましては、各事業年度の業績状況と今後の事業展開を勘案し、収益力の利益配分に関しましては、各事業年度の業績状況と今後の事業展開を勘案し、収益力の    

    向上と財務体質の強化を図りながら、株主に対する向上と財務体質の強化を図りながら、株主に対する向上と財務体質の強化を図りながら、株主に対する向上と財務体質の強化を図りながら、株主に対する安定的な収益還元を行うことを経営上安定的な収益還元を行うことを経営上安定的な収益還元を行うことを経営上安定的な収益還元を行うことを経営上    

の重要施策のひとつとしております。の重要施策のひとつとしております。の重要施策のひとつとしております。の重要施策のひとつとしております。    

    

    ３．会社の経営管理組織の整備等に関する施策３．会社の経営管理組織の整備等に関する施策３．会社の経営管理組織の整備等に関する施策３．会社の経営管理組織の整備等に関する施策    

        当社の各事業本部及びグループ各社は、グループ全体を一体と捉えた上で当社グループ当社の各事業本部及びグループ各社は、グループ全体を一体と捉えた上で当社グループ当社の各事業本部及びグループ各社は、グループ全体を一体と捉えた上で当社グループ当社の各事業本部及びグループ各社は、グループ全体を一体と捉えた上で当社グループ    

    の目指すべき方向たる観光事業への特化･集中に向けた体制の構築を進めてまいりました。の目指すべき方向たる観光事業への特化･集中に向けた体制の構築を進めてまいりました。の目指すべき方向たる観光事業への特化･集中に向けた体制の構築を進めてまいりました。の目指すべき方向たる観光事業への特化･集中に向けた体制の構築を進めてまいりました。    

    そして、当社事業統轄本部の下全社の経営管理を一元的に行うことで、効率的経営の実現そして、当社事業統轄本部の下全社の経営管理を一元的に行うことで、効率的経営の実現そして、当社事業統轄本部の下全社の経営管理を一元的に行うことで、効率的経営の実現そして、当社事業統轄本部の下全社の経営管理を一元的に行うことで、効率的経営の実現    

    に一層努めました。また、新規事業の開発をより強力に推進するため、従来の新規事業開に一層努めました。また、新規事業の開発をより強力に推進するため、従来の新規事業開に一層努めました。また、新規事業の開発をより強力に推進するため、従来の新規事業開に一層努めました。また、新規事業の開発をより強力に推進するため、従来の新規事業開    

    発室を企画開発室に改組して将来の経営基盤の強化を図り発室を企画開発室に改組して将来の経営基盤の強化を図り発室を企画開発室に改組して将来の経営基盤の強化を図り発室を企画開発室に改組して将来の経営基盤の強化を図りました。ました。ました。ました。    

        一方、会社情報の開示につきましては、ホームページの拡大・充実を図ってまいりまし一方、会社情報の開示につきましては、ホームページの拡大・充実を図ってまいりまし一方、会社情報の開示につきましては、ホームページの拡大・充実を図ってまいりまし一方、会社情報の開示につきましては、ホームページの拡大・充実を図ってまいりまし    

    た。今後も適宜公正な情報開示を進めてまいりたいと存じます。た。今後も適宜公正な情報開示を進めてまいりたいと存じます。た。今後も適宜公正な情報開示を進めてまいりたいと存じます。た。今後も適宜公正な情報開示を進めてまいりたいと存じます。    

    

    

    

    

                                                    経経経経    営営営営    成成成成    績績績績    
    

    １．当中間連結会計期間の概況１．当中間連結会計期間の概況１．当中間連結会計期間の概況１．当中間連結会計期間の概況    

        当中間連結会計期間の我が国経済は、景気の下支えをしてきたＩＴ（情報技術）関連分当中間連結会計期間の我が国経済は、景気の下支えをしてきたＩＴ（情報技術）関連分当中間連結会計期間の我が国経済は、景気の下支えをしてきたＩＴ（情報技術）関連分当中間連結会計期間の我が国経済は、景気の下支えをしてきたＩＴ（情報技術）関連分    

野を中心として民間の設備投資が大幅に減少する一方、依然個人消費は低迷するとともに野を中心として民間の設備投資が大幅に減少する一方、依然個人消費は低迷するとともに野を中心として民間の設備投資が大幅に減少する一方、依然個人消費は低迷するとともに野を中心として民間の設備投資が大幅に減少する一方、依然個人消費は低迷するとともに    

雇用環境は一段と悪化するなど、景気は一層後退色を強めながら推移いたしました。雇用環境は一段と悪化するなど、景気は一層後退色を強めながら推移いたしました。雇用環境は一段と悪化するなど、景気は一層後退色を強めながら推移いたしました。雇用環境は一段と悪化するなど、景気は一層後退色を強めながら推移いたしました。    

        このような環境のもと、当このような環境のもと、当このような環境のもと、当このような環境のもと、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）におき社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）におき社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）におき社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）におき    

    ましては、コストの削減を一層推し進めて効率的な経営を図るとともに、経営基盤の強化ましては、コストの削減を一層推し進めて効率的な経営を図るとともに、経営基盤の強化ましては、コストの削減を一層推し進めて効率的な経営を図るとともに、経営基盤の強化ましては、コストの削減を一層推し進めて効率的な経営を図るとともに、経営基盤の強化    

    に努めてまいりました。に努めてまいりました。に努めてまいりました。に努めてまいりました。    

－－－－    ４４４４    －－－－    



 

 

しかしながら、株価の急落に伴う有価証券の評価損計上を余儀なくされました。しかしながら、株価の急落に伴う有価証券の評価損計上を余儀なくされました。しかしながら、株価の急落に伴う有価証券の評価損計上を余儀なくされました。しかしながら、株価の急落に伴う有価証券の評価損計上を余儀なくされました。    

    この結果、当中間連結会計期間の売上高はこの結果、当中間連結会計期間の売上高はこの結果、当中間連結会計期間の売上高はこの結果、当中間連結会計期間の売上高は 225225225225億億億億 34343434百万円（前年同期比百万円（前年同期比百万円（前年同期比百万円（前年同期比 27272727億億億億 80808080百万円、百万円、百万円、百万円、    

10.910.910.910.9％減）、営業利益％減）、営業利益％減）、営業利益％減）、営業利益 8888億億億億 19191919百万円（前年同期比百万円（前年同期比百万円（前年同期比百万円（前年同期比 3333億億億億 64646464百万円、百万円、百万円、百万円、30.830.830.830.8％減）、経常利益％減）、経常利益％減）、経常利益％減）、経常利益    

はははは 3333億億億億 35353535百万円（前年同期比百万円（前年同期比百万円（前年同期比百万円（前年同期比 4444億億億億 56565656百万円、百万円、百万円、百万円、57.6%57.6%57.6%57.6%減）、中間純損失は減）、中間純損失は減）、中間純損失は減）、中間純損失は 18181818億億億億 31313131百万円百万円百万円百万円    

（前年同期比（前年同期比（前年同期比（前年同期比 23232323億億億億 43434343百万円減）となりました。百万円減）となりました。百万円減）となりました。百万円減）となりました。    

    

    事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。    

    

【観光事業】【観光事業】【観光事業】【観光事業】    

        景気の先行き不透明な経済状況、それに伴う所得環境の悪化等による国内旅行需要の横景気の先行き不透明な経済状況、それに伴う所得環境の悪化等による国内旅行需要の横景気の先行き不透明な経済状況、それに伴う所得環境の悪化等による国内旅行需要の横景気の先行き不透明な経済状況、それに伴う所得環境の悪化等による国内旅行需要の横    

這い、消費者の低価格指向浸透が進む等厳しい環境下で推移しておりますが、様々なメデ這い、消費者の低価格指向浸透が進む等厳しい環境下で推移しておりますが、様々なメデ這い、消費者の低価格指向浸透が進む等厳しい環境下で推移しておりますが、様々なメデ這い、消費者の低価格指向浸透が進む等厳しい環境下で推移しておりますが、様々なメデ    

ィアやインターネットを利用しての個人需要の拡大を図るとともに独自商品の提供等積ィアやインターネットを利用しての個人需要の拡大を図るとともに独自商品の提供等積ィアやインターネットを利用しての個人需要の拡大を図るとともに独自商品の提供等積ィアやインターネットを利用しての個人需要の拡大を図るとともに独自商品の提供等積    

極的な営業活動を推進しました。極的な営業活動を推進しました。極的な営業活動を推進しました。極的な営業活動を推進しました。    

        当中間連結会計期間のスパリゾートハワイアンズ利用者数は当中間連結会計期間のスパリゾートハワイアンズ利用者数は当中間連結会計期間のスパリゾートハワイアンズ利用者数は当中間連結会計期間のスパリゾートハワイアンズ利用者数は 837837837837千人（前年同期比千人（前年同期比千人（前年同期比千人（前年同期比 56565656    

千人、千人、千人、千人、7.27.27.27.2％増）、ホテ％増）、ホテ％増）、ホテ％増）、ホテルハワイアンズ、クレスト館、ウイルポートの合計宿泊者数は、ルハワイアンズ、クレスト館、ウイルポートの合計宿泊者数は、ルハワイアンズ、クレスト館、ウイルポートの合計宿泊者数は、ルハワイアンズ、クレスト館、ウイルポートの合計宿泊者数は、178178178178    

千人千人千人千人((((前年同期比前年同期比前年同期比前年同期比 3333千人、千人、千人、千人、1.71.71.71.7％増％増％増％増))))となりました。クレストヒルズゴルフ倶楽部の入場者数となりました。クレストヒルズゴルフ倶楽部の入場者数となりました。クレストヒルズゴルフ倶楽部の入場者数となりました。クレストヒルズゴルフ倶楽部の入場者数    

はははは 22222222千人（前年同期比千人（前年同期比千人（前年同期比千人（前年同期比 55555555人、人、人、人、0.20.20.20.2％減）、山海館の宿泊数は％減）、山海館の宿泊数は％減）、山海館の宿泊数は％減）、山海館の宿泊数は 5555千人（前年同期比千人（前年同期比千人（前年同期比千人（前年同期比 1111千人、千人、千人、千人、

13.413.413.413.4％減）となりました。％減）となりました。％減）となりました。％減）となりました。    

        この結果、当部門の売上高はこの結果、当部門の売上高はこの結果、当部門の売上高はこの結果、当部門の売上高は 66666666億億億億 21212121百万円（前年同期比百万円（前年同期比百万円（前年同期比百万円（前年同期比 1111億億億億 88888888百万円、百万円、百万円、百万円、2.7%2.7%2.7%2.7%減）、営減）、営減）、営減）、営    

業利益は業利益は業利益は業利益は 8888億億億億 87878787百万円（前年同期比百万円（前年同期比百万円（前年同期比百万円（前年同期比 1111億億億億 64646464百万円、百万円、百万円、百万円、15.6%15.6%15.6%15.6%減）となりました。減）となりました。減）となりました。減）となりました。    

    

【製造関連事業】【製造関連事業】【製造関連事業】【製造関連事業】    

        包装部材製造（紙パルプ業界）におきましては、需包装部材製造（紙パルプ業界）におきましては、需包装部材製造（紙パルプ業界）におきましては、需包装部材製造（紙パルプ業界）におきましては、需要の低迷や原紙の過剰在庫状況によ要の低迷や原紙の過剰在庫状況によ要の低迷や原紙の過剰在庫状況によ要の低迷や原紙の過剰在庫状況によ    

    る紙価格の大幅下落等を反映し、かつてない厳しい状況で推移するなか、多様化するニーる紙価格の大幅下落等を反映し、かつてない厳しい状況で推移するなか、多様化するニーる紙価格の大幅下落等を反映し、かつてない厳しい状況で推移するなか、多様化するニーる紙価格の大幅下落等を反映し、かつてない厳しい状況で推移するなか、多様化するニー    

    ズへの対応やコスト競争力強化を図るべく最新鋭の機械を導入する等生産販売の強化にズへの対応やコスト競争力強化を図るべく最新鋭の機械を導入する等生産販売の強化にズへの対応やコスト競争力強化を図るべく最新鋭の機械を導入する等生産販売の強化にズへの対応やコスト競争力強化を図るべく最新鋭の機械を導入する等生産販売の強化に    

    努めました。鉄鋼機械におきましては公共・民間両部門の設備投資が減少するなか、新規努めました。鉄鋼機械におきましては公共・民間両部門の設備投資が減少するなか、新規努めました。鉄鋼機械におきましては公共・民間両部門の設備投資が減少するなか、新規努めました。鉄鋼機械におきましては公共・民間両部門の設備投資が減少するなか、新規    

    事業の展開等積極的な営業活動とともにコストの削減に努めてまいりました。事業の展開等積極的な営業活動とともにコストの削減に努めてまいりました。事業の展開等積極的な営業活動とともにコストの削減に努めてまいりました。事業の展開等積極的な営業活動とともにコストの削減に努めてまいりました。    

        この結果、当部門の売上高はこの結果、当部門の売上高はこの結果、当部門の売上高はこの結果、当部門の売上高は 42424242億億億億 29292929百万円（前年同期比百万円（前年同期比百万円（前年同期比百万円（前年同期比 5555億億億億 51515151百万円、百万円、百万円、百万円、11.5%11.5%11.5%11.5%減）、減）、減）、減）、

営業利益は営業利益は営業利益は営業利益は 55555555百万円（前年同期比百万円（前年同期比百万円（前年同期比百万円（前年同期比 60606060百万円、百万円、百万円、百万円、52.5%52.5%52.5%52.5%減）となり減）となり減）となり減）となりました。ました。ました。ました。    

    

【建設・土木業】【建設・土木業】【建設・土木業】【建設・土木業】    

        公共事業を主体とするＰＣ事業部門を取り巻く環境は、公共投資の削減や関連同業他社公共事業を主体とするＰＣ事業部門を取り巻く環境は、公共投資の削減や関連同業他社公共事業を主体とするＰＣ事業部門を取り巻く環境は、公共投資の削減や関連同業他社公共事業を主体とするＰＣ事業部門を取り巻く環境は、公共投資の削減や関連同業他社    

    との熾烈な受注競争等厳しい情勢のなか、大型物件受注のため強力な営業活動を展開いたとの熾烈な受注競争等厳しい情勢のなか、大型物件受注のため強力な営業活動を展開いたとの熾烈な受注競争等厳しい情勢のなか、大型物件受注のため強力な営業活動を展開いたとの熾烈な受注競争等厳しい情勢のなか、大型物件受注のため強力な営業活動を展開いた    

    しました。しました。しました。しました。    

        また、民間工事を主体とするその他の事業につきましては、諸経費の節減等により固定また、民間工事を主体とするその他の事業につきましては、諸経費の節減等により固定また、民間工事を主体とするその他の事業につきましては、諸経費の節減等により固定また、民間工事を主体とするその他の事業につきましては、諸経費の節減等により固定    

    費の低減に努めるとともに営業基盤の拡大を図りました。費の低減に努めるとともに営業基盤の拡大を図りました。費の低減に努めるとともに営業基盤の拡大を図りました。費の低減に努めるとともに営業基盤の拡大を図りました。    

－－－－    ５５５５    －－－－    



 

 

この結果、当部門の売上高はこの結果、当部門の売上高はこの結果、当部門の売上高はこの結果、当部門の売上高は 41414141億億億億 42424242百万円（前年同期比百万円（前年同期比百万円（前年同期比百万円（前年同期比 49494949百万円、百万円、百万円、百万円、1.1%1.1%1.1%1.1%減）、営業減）、営業減）、営業減）、営業    

損失は損失は損失は損失は 2222億億億億 23232323百万円（前年同期比百万円（前年同期比百万円（前年同期比百万円（前年同期比 42424242百万円、百万円、百万円、百万円、23.3%23.3%23.3%23.3%減）となりました減）となりました減）となりました減）となりました。。。。    

    

【卸売業】【卸売業】【卸売業】【卸売業】    

        石炭・石油につきましては、石炭において主要納入先であります電力向け競争入札へ石炭・石油につきましては、石炭において主要納入先であります電力向け競争入札へ石炭・石油につきましては、石炭において主要納入先であります電力向け競争入札へ石炭・石油につきましては、石炭において主要納入先であります電力向け競争入札へ    

    の積極的対応に努め、また石油においては石油元売との連携を密に営業活動を強化いたしの積極的対応に努め、また石油においては石油元売との連携を密に営業活動を強化いたしの積極的対応に努め、また石油においては石油元売との連携を密に営業活動を強化いたしの積極的対応に努め、また石油においては石油元売との連携を密に営業活動を強化いたし    

ました。ました。ました。ました。    

        酒類販売業は、流通チャネルの系列化及び統廃合が加速し価格競争も激化するなか、既酒類販売業は、流通チャネルの系列化及び統廃合が加速し価格競争も激化するなか、既酒類販売業は、流通チャネルの系列化及び統廃合が加速し価格競争も激化するなか、既酒類販売業は、流通チャネルの系列化及び統廃合が加速し価格競争も激化するなか、既    

    存販売店の確保と新規販売店の拡大に努めてまいりました。存販売店の確保と新規販売店の拡大に努めてまいりました。存販売店の確保と新規販売店の拡大に努めてまいりました。存販売店の確保と新規販売店の拡大に努めてまいりました。    

        この結果、当部門の売上高はこの結果、当部門の売上高はこの結果、当部門の売上高はこの結果、当部門の売上高は 55555555億億億億 75757575百万円（前年同期比百万円（前年同期比百万円（前年同期比百万円（前年同期比 9999億億億億 65656565百万円、百万円、百万円、百万円、20.9%20.9%20.9%20.9%増）、増）、増）、増）、    

営業利益は営業利益は営業利益は営業利益は 71717171百万円（前年同期比百万円（前年同期比百万円（前年同期比百万円（前年同期比 23232323百万円、百万円、百万円、百万円、48.1%48.1%48.1%48.1%増）となりました。増）となりました。増）となりました。増）となりました。    

    

【不動産【不動産【不動産【不動産事業】事業】事業】事業】    

        賃貸部門は、オフィスビル市況がこれまで需要を支えてきました外資系企業やＩＴ関賃貸部門は、オフィスビル市況がこれまで需要を支えてきました外資系企業やＩＴ関賃貸部門は、オフィスビル市況がこれまで需要を支えてきました外資系企業やＩＴ関賃貸部門は、オフィスビル市況がこれまで需要を支えてきました外資系企業やＩＴ関    

    連企業に失速感がみられましたものの、当社所有賃貸ビルは概ね満室にて推移しました。連企業に失速感がみられましたものの、当社所有賃貸ビルは概ね満室にて推移しました。連企業に失速感がみられましたものの、当社所有賃貸ビルは概ね満室にて推移しました。連企業に失速感がみられましたものの、当社所有賃貸ビルは概ね満室にて推移しました。    

        また、分譲部門につきましては、引続き新規分譲マンションの開発を抑制しております。また、分譲部門につきましては、引続き新規分譲マンションの開発を抑制しております。また、分譲部門につきましては、引続き新規分譲マンションの開発を抑制しております。また、分譲部門につきましては、引続き新規分譲マンションの開発を抑制しております。    

        この結果、当部門の売上高はこの結果、当部門の売上高はこの結果、当部門の売上高はこの結果、当部門の売上高は 8888億億億億 40404040百万円（前年同期比百万円（前年同期比百万円（前年同期比百万円（前年同期比 14141414億億億億 48484848百万円、百万円、百万円、百万円、63.2%63.2%63.2%63.2%減）、減）、減）、減）、    

    営業利益は営業利益は営業利益は営業利益は 3333億億億億 81818181百万円（前年同期比百万円（前年同期比百万円（前年同期比百万円（前年同期比 1111億億億億 1111百万円、百万円、百万円、百万円、20.9%20.9%20.9%20.9%減）となりました。減）となりました。減）となりました。減）となりました。    

    

【その他の事業】【その他の事業】【その他の事業】【その他の事業】    

        運送部門におきましては、公共投資の削減と個人消費の低迷運送部門におきましては、公共投資の削減と個人消費の低迷運送部門におきましては、公共投資の削減と個人消費の低迷運送部門におきましては、公共投資の削減と個人消費の低迷等に伴い需要が減少するな等に伴い需要が減少するな等に伴い需要が減少するな等に伴い需要が減少するな    

    か、営業活動の強化を図ってまいりました。また石油部門につきましては、引続き価格競か、営業活動の強化を図ってまいりました。また石油部門につきましては、引続き価格競か、営業活動の強化を図ってまいりました。また石油部門につきましては、引続き価格競か、営業活動の強化を図ってまいりました。また石油部門につきましては、引続き価格競    

    争が激化するなか、原価低減や新規顧客の開拓等収益の向上に努めました。争が激化するなか、原価低減や新規顧客の開拓等収益の向上に努めました。争が激化するなか、原価低減や新規顧客の開拓等収益の向上に努めました。争が激化するなか、原価低減や新規顧客の開拓等収益の向上に努めました。    

        この結果、当部門の売上高はこの結果、当部門の売上高はこの結果、当部門の売上高はこの結果、当部門の売上高は 11111111億億億億 24242424百万円（前年同期比百万円（前年同期比百万円（前年同期比百万円（前年同期比 15151515億億億億 8888百万円、百万円、百万円、百万円、57.3%57.3%57.3%57.3%減）、減）、減）、減）、    

営業損失は営業損失は営業損失は営業損失は 12121212百万円（前年同期比百万円（前年同期比百万円（前年同期比百万円（前年同期比 91919191百万円減）となりました。百万円減）となりました。百万円減）となりました。百万円減）となりました。    

    

２．通期の見通し２．通期の見通し２．通期の見通し２．通期の見通し    

        今後の見通しにつきましては、設備投資の調整等が進み、個人消費はさらに低迷してい今後の見通しにつきましては、設備投資の調整等が進み、個人消費はさらに低迷してい今後の見通しにつきましては、設備投資の調整等が進み、個人消費はさらに低迷してい今後の見通しにつきましては、設備投資の調整等が進み、個人消費はさらに低迷してい    

    くと予測され、また米国におけるテロ事件による米国経済の急速な減速も予想くと予測され、また米国におけるテロ事件による米国経済の急速な減速も予想くと予測され、また米国におけるテロ事件による米国経済の急速な減速も予想くと予測され、また米国におけるテロ事件による米国経済の急速な減速も予想されるなど、されるなど、されるなど、されるなど、    

    景気は先行き不透明感を増していくものと思われます。景気は先行き不透明感を増していくものと思われます。景気は先行き不透明感を増していくものと思われます。景気は先行き不透明感を増していくものと思われます。    

        このような状況のもと、当社といたしましては、コア事業への経営資源の重点配分を一このような状況のもと、当社といたしましては、コア事業への経営資源の重点配分を一このような状況のもと、当社といたしましては、コア事業への経営資源の重点配分を一このような状況のもと、当社といたしましては、コア事業への経営資源の重点配分を一    

    層推し進め、また各業界における再編の動きを見据えた対応をしていくとともに、企業体層推し進め、また各業界における再編の動きを見据えた対応をしていくとともに、企業体層推し進め、また各業界における再編の動きを見据えた対応をしていくとともに、企業体層推し進め、また各業界における再編の動きを見据えた対応をしていくとともに、企業体    

    質の改善と経営基盤の強化を図ってまいる所存でございます。質の改善と経営基盤の強化を図ってまいる所存でございます。質の改善と経営基盤の強化を図ってまいる所存でございます。質の改善と経営基盤の強化を図ってまいる所存でございます。    

        通期の見通しは、連結ベースで売上高通期の見通しは、連結ベースで売上高通期の見通しは、連結ベースで売上高通期の見通しは、連結ベースで売上高 494494494494億億億億 50505050百万円、経常利益百万円、経常利益百万円、経常利益百万円、経常利益 10101010億億億億 60606060百万円、当百万円、当百万円、当百万円、当    

    期純損失期純損失期純損失期純損失 14141414億億億億 50505050百万円を見込んでおります。百万円を見込んでおります。百万円を見込んでおります。百万円を見込んでおります。    

    

－－－－    ６６６６    －－－－    



中 間 連 結 貸 借 対 照 表

(単位:百万円未満切捨表示)

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

(平成12年9月30日現在) (平成13年9月30日現在) (平成13年3月31日現在)

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

％ ％ ％

Ⅰ 19,510 20.9 16,800 19.7 17,391 19.5

5,886 5,201 5,419

7,129 5,274 7,394

59 64 46

4,212 4,201 3,531

2,256 2,088 1,047

△ 35 △ 31 △ 47

Ⅱ 73,916 79.1 68,399 80.3 71,971 80.5

60,696 64.9 58,987 69.2 59,845 66.9

25,976 25,048 25,442

2,673 2,288 2,394

747 527 626

31,275 31,097 31,366

19 22 12

4 3 3

264 0.3 278 0.4 251 0.3

61 91 52

203 186 199

12,955 13.9 9,133 10.7 11,873 13.3

10,988 7,066 9,789

733 714 730

2,022 2,135 2,138

△ 788 △ 783 △ 784

Ⅲ 2 0.0 - - - -

2 - -

93,429 100.0 85,199 100.0 89,362 100.0

－ 7 －

連 結 調 整 勘 定

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資産

投 資 有 価 証 券

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

期  別    

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

(資  産  の  部)

資  産  合  計

長 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

開 業 費



(単位:百万円未満切捨表示)
前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末
(平成12年9月30日現在) (平成13年9月30日現在) (平成13年3月31日現在)

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

％ ％ ％

(負  債  の  部)

Ⅰ 49,636 53.1 48,925 57.4 49,447 55.3

4,292 4,409 4,710

39,080 37,817 38,846

1,242 1,819 2,115

67 81 86

- - 174

562 479 721

4,390 4,316 2,792

Ⅱ 29,859 32.0 24,487 28.8 25,904 29.0

24,209 18,748 20,030

5,111 4,392 5,067

- 290 266

83 158 118

430 381 398

24 516 21

79,495 85.1 73,412 86.2 75,351 84.3

（少数株主持分）

395 0.4 343 0.4 428 0.5

（資 本 の 部）

Ⅰ 10,221 10.9 10,221 12.0 10,221 11.4

Ⅱ 4,506 4.8 4,506 5.3 4,506 5.1

Ⅲ 793 △ 0.8 3,382 △ 4.0 761 △ 0.9

Ⅳ - - 377 0.5 - -

Ⅴ △ 49 △ 0.0 △ 48 △ 0.1 △ 48 △ 0.0

Ⅵ △ 345 △ 0.4 △ 231 △ 0.3 △ 334 △ 0.4

13,538 14.5 11,443 13.4 13,582 15.2

負債・少数株主持分及び資本合計 93,429 100.0 85,199 100.0 89,362 100.0

28,956 百万円 28,771 百万円 29,239 百万円

2,670,693 株 2,070,826 株 2,663,360 株

－ 8 －

負 債 合 計

そ の 他

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

繰 延 税 金 負 債

預 り 保 証 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

期  別    

流 動 負 債

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

少 数 株 主 持 分

資 本 金

資 本 準 備 金

欠 損 金

２．

有 形 固 定 資 産 の
減 価 償 却 累 計 額
自己株式及び子会社の所有
す る 親 会 社 株 式 の 数

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

子 会 社 の 所 有 す
る　　　　親 会 社 株

資 本 合 計

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

１．



中 間 連 結 損 益 計 算 書

(単位:百万円未満切捨表示)

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

自 平成12年4月 1日 自 平成13年4月 1日 自 平成12年4月 1日

至 平成12年9月30日 至 平成13年9月30日 至 平成13年3月31日

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比

％ ％

Ⅰ 25,315 100.0 22,534 100.0 51,187 100.0

Ⅱ 20,689 81.7 18,895 83.9 42,339 82.7

4,625 18.3 3,638 16.1 8,847 17.3

Ⅲ 3,440 13.6 2,818 12.5 6,432 12.6

1,184 4.7 819 3.6 2,414 4.7

Ⅳ 410 1.6 160 0.7 619 1.2

27 10 39

196 67 234

44 27 81

141 55 263

Ⅴ 802 3.2 644 2.8 1,888 3.7

659 568 1,313

37 8 242

105 66 332

792 3.1 335 1.5 1,145 2.2

Ⅵ 661 2.6 382 1.7 1,285 2.5

595 - 1,209

13 369 21

52 12 54

Ⅶ 888 3.5 2,614 11.6 1,305 2.5

792 169 932

- 342 45

- 2,054 149

6 - 33

80 48 126

9 - 18

565 2.2 △ 1,896 △ 8.4 1,124 2.2

57 0.2 82 0.4 112 0.2

- 0.0 △ 164 △ 0.7 440 0.9

△ 3 △ 0.0 16 0.0 28 0.0

511 2.0 △ 1,831 △ 8.1 544 1.1

　　　期　　別

　科　　目

％

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及 び一 般管 理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

そ の 他

連 結 調 整 勘 定 償 却 額

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

経 常 利 益

持 分 法 に よ る 投 資 損 失

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 除 却 損

投 資 有 価 証 券 売 却 損

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

法 人 税 等 調 整 額

投 資 有 価 証 券 評 価 損

炭 鉱 関 連 処 理 費 用

退職給付会計基準変更時差異

事 業 整 理 損

－ 9 －

少 数 株 主 利 益

中間（当期）純利益又は中間純
損失(△)

税金等調整前中間(当期)純利益又
は税金等調整前中間純損失(△)

法人税、住民税及び事業税



中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書

(単位:百万円未満切捨表示)

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

自 平成12年4月 1日 自 平成13年4月 1日 自 平成12年4月 1日

至 平成12年9月30日 至 平成13年9月30日 至 平成13年3月31日

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比

％

Ⅰ 5,268 761 5,268

Ⅱ 3,979 - 3,979

3,979 - 3,979

Ⅲ 15 789 15

- 281 -

15 5 15

- 331 -

- 169 -

Ⅳ 511 △ 1,831 544

Ⅴ 793 3,382 761

－ 10 －

欠 損 金 増 加 高

欠 損 金 期 首 残 高

欠 損 金 減 少 額

欠 損 金 中 間 期 末 ( 期 末 ) 残 高

中間（当期）純利益又は中間純損失(△)

連結子会社減少による増加高

持分法適用会社減少による増加高

資 本 準 備 金 取 崩 額

配 当 金

役 員 賞 与

　　　期　　別

　科　　目

％ ％



(単位:百万円未満切捨表示)

期　　　別　　

　　科　　　目
金　　額 金　　額 金　　額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前中間（当期）純利益又は
税金等調整前中間純損失(△)
減価償却費 998 893 2,034
連結調整勘定償却額 7 38 16
貸倒引当金の減少額 △ 54 △ 14 △ 46
賞与引当金の減少額 △ 161 △ 163 △ 2
退職給与引当金の減少額  ―　  ―　 △ 47
退職給付引当金の増加額 36 43 118
役員退職慰労引当金の増加額・減少額(△) 29 16 △ 2
その他引当金の減少額 △ 0 △ 0 △ 0
受取利息及び受取配当金 △ 223 △ 77 △ 274
支払利息 659 568 1,313
持分法による投資損失 37 8 242
固定資産売却損益 146 12 △ 459
固定資産除却損 51 156 183
投資有価証券売却損益 △ 13 △ 26 23
投資有価証券評価損 8 2,054 149
売上債権の増加額(△)・減少額 △ 170 1,452 △ 435
たな卸資産の増加額(△）・減少額 △ 279 △ 697 343
その他流動資産の増加額(△)・減少額 △ 1,237 △ 1,380 88
仕入債務の増加額・減少額(△) △ 85 △ 558 1,043
未払消費税等の増加額・減少額(△) △ 40 △ 256 227
その他流動負債の増加額・減少額(△） 1,517 1,764 △ 96
役員賞与の支払額 △ 19 △ 7 △ 19
固定負債の減少額 △ 108 △ 146 △ 146

小計 1,663 1,785 5,380
利息及び配当金の受取額 252 101 299
利息の支払額 △ 618 △ 553 △ 1,294
法人税等の支払額 △ 95 △ 72 △ 130

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,201 1,260 4,255

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の払戻しによる収入 130 153 189
定期預金の預入れによる支出 △ 141 △ 149 △ 196
固定資産の取得による支出 △ 461 △ 891 △ 841
固定資産の売却による収入 1,378 84 1,844
投資有価証券の取得による支出 △ 288 △ 158 △ 348
投資有価証券の売却による収入 16 1,230 935
連結範囲の変更に伴う子会社株式の売却による収入  ―　 530  ―　
貸付による支出 △ 8 △ 2 △ 11
貸付金の回収による収入 4 10 10
その他投資の取得による支出 △0 △ 8 △ 56

投資活動によるキャッシュ・フロー 630 799 1,525

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の増加額・減少額(△) △ 270 △ 1,006 △ 978
長期借入による収入 5,412 5,065 8,100
長期借入金の返済による支出 △ 5,994 △ 5,658 △ 12,386
自己株式の取得による支出 △ 15 △ 1 △ 17
自己株式の売却による収入 141 1 143
配当金の支払額 △0 △ 278 △ 4
少数株主への配当金の支払額 △ 7 △ 5 △ 7

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 734 △ 1,883 △ 5,151

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る為替差額  ―　  ―　  ―　
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額・減少額(△) 1,098 177 628
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 4,578 5,207 4,578
Ⅶ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額  ―　 △ 352  ―　
Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 5,676 5,031 5,207

1.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 5,886 百万円 5,201 百万円 5,419 百万円
有価証券勘定 13 28 10
預入期間が３ｹ月を超える定期預金 △ 224 △ 198 △ 223
現金及び現金同等物 5,676 5,031 5,207

自　平成12年４月 1日
至　平成13年３月31日

前連結会計年度

中間連結キャッシュ・フロー計算書

前中間連結会計期間

自　平成12年４月 1日
至　平成12年9月30日

当中間連結会計期間

自　平成13年４月 1日
至　平成13年9月30日

565 △ 1,896 1,124

－ 11 －

前連結会計年度当中間連結会計期間前中間連結会計期間



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

1 . 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社 ……………２２社

㈱ジェイ・ケイ・レストランサービス、㈱ジェイ・ケイ・スタッフ､㈱クレストヒルズ

㈱山海館、㈱ホテルクレスト札幌、いわき紙器㈱、㈱ジェイ・アイ・ピ－

常磐プラスチック工業㈱、㈱常磐製作所、㈱常磐エンジニアリング、㈱テクノ・クレスト

㈱シ－エス・メンテック、'常磐製鋼原料㈱、バキュ－ムコンクリ－ト興業㈱

㈱茨城サ－ビスエンジニアリング、常興電機㈱、地質基礎工業㈱、常磐食品酒類販売㈱

㈱クレストコーポレーション、クレストビル㈱、ときわ流通㈱、小名浜港セメント荷役㈱

(除　外)

 ㈱福島総合計算センター、㈱デイ・アクセス、(医)常磐会

(2) 非連結子会社……………３社 　

: 九州バキュームコンクリート㈱、㈱ジェイ・ケイ・インフォメーション、(医)常磐会

  なお、上記の非連結子会社の総資産、売上高、中間純損益及び剰余金は小規模であり中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしておりません。

2 . 持分法の適用に関する事項

 持分法適用関連会社……５社

常磐開発㈱、常磐工事㈱、東北設備㈱、常磐湯本温泉㈱、常磐硝子㈱

(除　外)

  ㈱常磐谷沢製作所 、㈱福島県中央計算センター

  なお、持分法を適用していない非連結子会社３社及び関連会社２社はそれぞれ中間連結純損益及び

剰余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要な影響を及ぼしていないため持分法の適用範

囲から除外しております。

3 . 連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社のうち、バキュームコンクリート興業㈱の中間決算日は３月３１日であります。

中間連結財務諸表の作成に当たって、中間連結決算日現在で実施した仮決算に基づく中間財務諸表を使用

しております。

4 . 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ たな卸資産

販売用不動産及び未成工事支出金 -------------------------------- 個別法による原価法

上記以外のたな卸資産 -------- 主として総平均法による原価法 （一部移動平均法による原価法）

ロ 有価証券

満期保有目的の債券 -------------------- 償却原価法（定額法）

その他有価証券 時価のあるもの  --------- 中間決算日の市場価格等に基づく時価法

時価のないもの --------- 総平均法による原価法

ハ デリバティブ---時価法

会 社 名

－ 12 －



(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ 有形固定資産

紙製容器の製造設備及び主な連結子会社の資産は定率法を採用し、スパリゾ－トハワイアンズの施

設、賃貸用ビル、プレストレスト・コンクリート及びその他のコンクリート二次製品の製造設備、

ゴルフ事業資産並びに一部連結子会社の資産は定額法を採用しております。

ロ 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

イ 貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ 賞与引当金

従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額を計上しております。

ハ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異（568百万円）については、５年による按分額を費用処理しておりますが、

一部の子会社については金額が僅少であるため、一括して費用処理しております。

数理計算上の差異はその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）

による定額法により翌連結会計年度から費用処理することとしております。

ニ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備えるため内規に基づく要支給額を計上しております。

(4) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。ただし、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、

特例処理を採用しております。

(6) 重要な収益の認識基準

ＰＣ事業部門の請負工事の収益認識基準として工事完成基準を採用しておりますが、一定規模を超える

長期請負工事（工期１年以上、請負金額２億円以上）については、工事進行基準を適用しております。

(7) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

－　13　－



5 . 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

（追加情報）

１．金融商品会計

  当中間連結会計期間からその他有価証券のうち時価のあるものの評価方法について金融商品に係る

  会計基準 （｢金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書｣ (企業会計審議会 平成11年１月22日））

　を適用しております。この結果、その他有価証券評価差額金377百万円、繰延税金負債252百万円及び、

 少数株主持分2百万円が計上されております。

可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価格の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

－　14　－

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し



リース取引の注記

　リース物件の所有者が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　　１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（単位:百万円未満切捨表示）

取得価額 期末残高

相 当 額 相 当 額

機 械 装 置
及 び 運 搬 具

1,760 746 805 757 923

工 具 、 器 具
及 び 備 品

430 254 135 196 156

そ の 他 203 93 47 57 99

合 計 2,394 1,094 988 1,012 1,180

　　２．未経過リース料期末残高相当額

１ 年 以 内 315 百万円 311 百万円 288 百万円

１ 年 超 946 百万円 900 百万円 867 百万円

合　　計 1,262 百万円 1,211 百万円 1,156 百万円

　　３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 204 百万円 170 百万円 392 百万円

減価償却費相
当 額

185 百万円 155 百万円 352 百万円

支 払 利 息
相 当 額

18 百万円 15 百万円 35 百万円

　　４．減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法によっております。

　　５．利息相当額の算定方法
リース料総額とリ－ス物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、
各期への配分方法については、利息法によっております。

―　15　―

前中間連結会計期間

前中間連結会計期間

期末残高

当中間連結会計期間

当中間連結会計期間

減価償却
累計額相

当額

1,013

176

前中間連結会計期間

109

前連結会計年度

当中間連結会計期間 前連結会計年度

前連結会計年度

1,681

353

157

減価償却
累計額相

当額

減価償却
累計額相

当額

期末残高

1,300

1,705

相 当 額

151

2,205

相 当 額

348

相 当 額

取得価額

相 当 額

取得価額

2,192

900

213

103

1,217



1 事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間（自平成12年４月１日　至平成12年９月30日） （単位：百万円未満切捨表示）

建 設 ・
土 木 業

(1) 外部顧客に対する売上高 6,810 4,781 4,192 4,609 2,288 2,632 25,315 - 25,315

(2)
30 8 21 390 32 115 598 ( 598 ) -

6,841 4,789 4,214 5,000 2,321 2,747 25,914 ( 598 ) 25,315

5,788 4,673 4,395 4,951 1,838 2,668 24,317 ( 186 ) 24,130

1,052 115 △ 181 48 482 78 1,596 ( 411 ) 1,184

当中間連結会計期間（自平成13年４月１日　至平成13年９月30日） （単位：百万円未満切捨表示）

建 設 ・
土 木 業

(1) 外部顧客に対する売上高 6,621 4,229 4,142 5,575 840 1,124 22,534 - 22,534

(2)
1 4 9 336 21 106 480 ( 480 ) -

6,622 4,234 4,152 5,912 862 1,230 23,014 ( 480 ) 22,534

5,735 4,179 4,376 5,840 481 1,243 21,855 ( 140 ) 21,714

887 55 △ 223 71 381 △ 12 1,159 ( 339 ) 819

前連結会計年度（自平成12年４月１日　至平成13年３月31日） （単位：百万円未満切捨表示）

建 設 ・
土 木 業

(1) 外部顧客に対する売上高 12,240 9,666 11,322 9,100 3,322 5,535 51,187 - 51,187

(2)
58 9 25 892 70 280 1,335 ( 1,335 ) -

12,298 9,675 11,347 9,992 3,392 5,815 52,523 ( 1,335 ) 51,187

11,053 9,423 10,791 9,887 2,481 5,665 49,303 ( 530 ) 48,772

1,245 252 556 105 910 149 3,219 ( 805 ) 2,414

－ 16 －

営 業 利 益

連　結

売 上 高

計

営 業 費 用

不動産
事業

その他
の事業

計
消去又は

全社

営 業 利 益

観光事業
製造関
連事業

卸売業

売 上 高

計

卸売業
不動産
事業

セグメント間の内部売上高
又は　振替高

観光事業
製造関
連事業

消去又は
全社

連　結
その他
の事業

計

売 上 高

営 業 費 用

セグメント間の内部売上高
又は　振替高

営 業 利 益

計

セ　グ　メ　ン　ト　情　報

観光事業
製造関
連事業

卸売業
不動産
事業

その他
の事業

計
消去又は

全社
連　結

営 業 費 用

セグメント間の内部売上高
又は　振替高



（注）1. 事業区分の方法

当社の事業区分は、事業の種類・性質の類似性等の観点からセグメンテーションしており、その区分は次のとおりです。

2. 各区分の主な製品等

① 観光事業 「スパリゾート・ハワイアンズ」、「クレストヒルズゴルフ倶楽部」、「ホテルクレスト札幌」、「山海館」

② 製造関連事業［包装関連］ 大型クラフト紙袋、段ボールケースの製造、プラスチック緩衝材

［機械鉄鋼］ 鋳鋼、鋳物、荷役運搬設備、自動制御機械、鉄鋼原料等

③ 建築・土木業［ＰＣ事業］ プレストレスト・コンクリート工事の設計、施工

プレストレスト・コンクリート製品、コンクリート二次製品の製造

建設コンサルタント及び測量設計

［建築・土木・電気工事］土木建築、電気工事、地質調査、測量設計、造園緑化

④ 卸売業 石炭、石油類、酒類、食品類、その他商品

⑤ 不動産事業 不動産の売買、賃貸、仲介及び管理

⑥ その他の事業運輸、荷役

3. 「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下のとおりです。 （単位：百万円未満切捨表示）

Ⅱ 所在地別セグメント情報

Ⅲ
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海 外 売 上 高

当中間連結会計期間及び前中間連結会計期間並びに前連結会計年度は本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重
要な在外支店はないため、該当事項はありません。

当中間連結会計期間及び前中間連結会計期間並びに前連結会計年度は当社及び連結子会社において海外売上高がないた
め、該当事項はありません。

前中間連結 当中間連結 前連結
会計期間 会計期間 会計年度

主 な 内 容

当社の総務・経理部門等管理部門
に係る費用

消去又は全社の項目に
含めた配賦不能営業費
用の金額

372 324 778



１．生産実績

　　　　当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

（単位：百万円未満切捨表示）

　

前年同期比（％）

(注）１．金額は、販売価格によっております。

２．上記以外の事業（「観光事業」　「卸売業」　「不動産事業」　「その他の事業」）につきましては、

　　非製造業のため生産実績はありません。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．受注状況

　　　　当中間連結会計期間における製造関連事業及び建設・土木業の受注状況を示すと、次のとおりで

       あります。

（単位：百万円未満切捨表示）

(注）１．上記以外の事業（「観光事業」　「卸売業」　「不動産事業」　「その他の事業」）につきましては、

　　非製造業のため受注実績はありません。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．販売実績

　　　　当中間連結会計期間における販売実績を種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

（単位：百万円未満切捨表示）

(注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

△10.9

△ 2.7

△11.5

△ 1.1

＋20.9

840

1,124

22,534

9,649

6,621

4,229

4,142

5,575

△63.2

△57.3

△45.8

9,878

＋20.4

＋17.1

合 計

生産、受注及び販売の状況

2,822

   915

△ 9.5

△20.0

3,737 △12.3

3,370

4,852

卸 売 業

不 動 産 事 業

そ の 他 の 事 業

事業の種類別セグメントの名称

観 光 事 業

製 造 関 連 事 業

建 設 ・ 土 木 業

合 計

合 計 8,223

受注残高受注高
前年同期比（％）

区　　　　　　分

建 設 ・ 土 木 業

製 造 関 連 事 業

製 造 関 連 事 業

建 設 ・ 土 木 業

－ 18 －

金　　額

前年同期比（％）

事業の種類別セグメントの名称 金　　額
前年同期比（％）

△38.1

△ 2.6

△21.2

  228



　(前中間連結会計期間末)　(平成12年９月30日)

1.満期保有目的の債券で時価のあるもの (単位:百万円未満切捨表示)

中間連結貸借対照表

計 上 額

(1)国債・地方債等 67 67 0

(2)社債 － － － 

(3)その他 － － － 

67 67 0

2.時価評価のない主な有価証券の内容 
中間連結貸借対照表

計 上 額

(1)満期保有目的の債券

　　割引金融債 35

(2)その他有価証券

　　非上場株式 471

    ＭＭＦ 13

合　　　計 521

　(当中間連結会計期間末)　(平成13年９月30日)

1.満期保有目的の債券で時価のあるもの (単位:百万円未満切捨表示)

中間連結貸借対照表

計 上 額

(1)国債・地方債等 58 59 0

(2)社債 － － － 

(3)その他 － － － 

58 59 0

2.その他の有価証券で時価のあるもの (単位:百万円未満切捨表示)

取得原価 中間連結貸借対照表

計　　上　　額

(1)国債・地方債等 471 481 10

(2)社債 － － － 

(3)その他 4,935 5,521 585

5,406 6,002 596

3.時価評価のない主な有価証券の内容 

中間連結貸借対照表

計 上 額

(1)満期保有目的の債券

　　割引金融債 35

(2)その他有価証券

　　非上場株式 491

    ＭＭＦ 28

合　　　計 556

－ 19 －

有　　価　　証　　券

差　額

合　　　計

時　価 差　額

時　価 差　額

合　　　計

合　　　計



　(前連結会計年度末)　(平成13年３月31日)

1.満期保有目的の債券で時価のあるもの (単位:百万円未満切捨表示)

連結貸借対照表

計 上 額

(1)国債・地方債等 58 58 0

(2)社債 － － － 

(3)その他 － － － 

58 58 0

2.時価評価のない主な有価証券の内容 

連結貸借対照表

計 上 額

(1)満期保有目的の債券

　　割引金融債 35

(2)その他有価証券

　　非上場株式 491

    ＦＦＦ 10

合　　　計 538

当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。

－ 20 －

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

時　価 差　額

合　　　計



平成 14 年 3 月期     個別中間財務諸表の概要           平成 13 年 11 月 30 日 

上場取引所 東京 
上 場 会 社 名   常磐興産株式会社 本社所在都道府県 東京都 
コ ー ド 番 号   ９６７５                                  
問 合 せ 先 責任者役職名  専務取締役事業統轄本部長 

氏 名  斎藤 一彦  TEL (03) 3663 - 3415 
中間決算取締役会開催日  平成 13 年 11 月 30 日 中間配当制度の有無 有 
中 間 配 当 支 払 開 始 日  平成   年  月  日 
 
１. 13 年 9 月中間期の業績（平成 13 年 4 月 1 日 ～ 平成 13 年 9 月 30 日） 
(1) 経営成績                              (単位:百万円未満切捨表示) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
13年 9月中間期 16,833 △ 6.2 787  △ 16.9 424 △38.4 
12年 9月中間期 17,944 11.7 948  46.6 690 253.5 

13 年 3 月期 35,326  1,654   982  

 

 中間(当期)純利益 
１ 株 当 た り 
中間(当期)純利益  

 百万円 ％ 円 銭 
13年 9月中間期 △ 1,614 ― △ 22. 27 
12年 9月中間期 515 △ 46.8 7. 12 

13 年 3 月期 575  7. 95 

(注)①期中平均株式数13 年9 月中間期72,481,912株 12 年9 月中間期72,481,912 株 13 年3 月期72,481,912 株 

②会計処理の方法の変更   無 

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2) 配当状況 

 １ 株 当 た り 
中 間 配 当 金 

１ 株 当 た り 
年 間 配 当 金 

 円 銭 円 銭 
13 年 9 月中間期 0. 00    ― 
12 年 9 月中間期 0. 00    ― 

13 年 3 月期 ― 4. 00 

 

(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 
１ 株 当 た り 
株 主 資 本 

   百万円 百万円 ％ 円 銭 
13年 9月中間期 74,656 13,737 18.4 189. 54 
12年 9月中間期 81,096 15,243 18.8 210. 30 

13 年 3 月期 76,393 15,303 20.0 211. 13 

(注) 期末平均株式数13 年9 月中間期72,481,912株 12 年9 月中間期72,481,912 株 13 年3 月期72,481,912 株 
 
２. 14 年 3 月期の業績予想（ 平成 13 年 4 月 1 日  ～  平成 14 年 3 月 31 日 ） 

１株当たり年間配当金 
 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

期  末  

通 期 
百万円 

36,240 

百万円 

840 

百万円 

△ 1,410 

円 

0. 

 銭 

00 

円 

0. 

銭 

00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  △ 19 円 45 銭 
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(1) 中 間 貸 借 対 照 表

(単位:百万円未満切捨表示)

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末
(平成12年9月30日) (平成13年9月30日) (平成13年3月31日)

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

％ ％

Ⅰ 14,636 18.0 12,841 17.2 11,793 15.4

4,360 3,998 3,749
553 395 385

3,213 2,218 2,557
1,187 1,334 1,397

45 36 36
535 539 459

1,106 819 818
26 22 21

1,247 1,503 1,189
122 113 109
267 268 232

1,276 1,109 1,238
1,263 936 958

828 910 7
△ 1,399 △ 1,365 △ 1,368

Ⅱ 66,459 82.0 61,814 82.8 64,599 84.6

52,990 65.4 51,627 69.2 51,750 67.8

18,684 18,151 18,330
3,708 3,793 3,639
1,518 1,201 1,279

12 11 10
480 354 378

28,581 28,094 28,094
3 3 3
― 16 12

155 0.2 149 0.2 155 0.2

89 89 89
48 43 48
17 16 17

13,312 16.4 10,037 13.4 12,693 16.6

10,678 6,965 9,651
745 768 745
370 370 370
557 565 557
360 342 357

1,300 1,445 1,434
△ 701 △ 422 △ 424

81,096 100.0 74,656 100.0 76,393 100.0

- 22 -

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券
子 会 社 株 式
出 資 金
差 入 保 証 金
長 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権
ソ フ ト ウ ェ ア

車 両 運 搬 具
工具、器具及び備品
土 地
植 林

有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置

そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

資  産  合  計

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
完 成 工 事 未 収 入 金
有 価 証 券
商 品 ･ 製 品
販 売 用 不 動 産
仕 掛 品

前 払 費 用
未 収 入 金
短 期 貸 付 金

期  別    

(資  産  の  部)

未 成 工 事 支 出 金
原 材 料 ･ 貯 蔵 品



(単位:百万円未満切捨表示)

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末
(平成12年9月30日) (平成13年9月30日) (平成13年3月31日)

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

(負  債  の  部) ％ ％

Ⅰ 37,940 46.8 36,555 49.0 36,681 48.0

1,430 1,848 1,230
1,737 1,547 2,050

30,680 28,091 29,755
1,173 1,740 1,889

25 25 39
336 281 261

1,100 1,591 841
266 300 211
249 253 387
938 875 14

Ⅱ 27,913 34.4 24,362 32.6 24,408 32.0

19,912 17,436 17,054
5,217 4,466 5,165
―　 284 30
152 175 158

2,630 2,000 2,000

65,853 81.2 60,918 81.6 61,089 80.0

(資  本  の  部)

Ⅰ 10,221 12.6 10,221 13.7 10,221 13.3

Ⅱ 4,506 5.6 4,506 6.0 4,506 5.9

Ⅲ ―　 29 0.0 ―　

Ⅳ 515 0.6 △ 1,356 △ 1.8 575 0.8

Ⅴ ―　 337 0.5 ―　

15,243 18.8 13,737 18.4 15,303 20.0

81,096 100.0 74,656 100.0 76,393 100.0

(注) （前中間会計期間末） （当中間会計期間末） （前事業年度末）
21,701 百万円 22,376 百万円 22,008 百万円
6,334 ( 300 ) 5,487 ( 300 ) 5,748 ( 300 )

0 (   871株 ) 0 ( 700株 ) 0 ( 538株 )
49 ( 326千株 ) 48 ( 318千株 ) 48 ( 319千株 )

1,139 920 1,197
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有価証券に含まれている自己株式

投資その他の資産に含まれている自己株式

受 取 手 形 割 引 高

有形固定資産の減価償却累計額
保証債務残高(うち保証予約)

)△ 1,614 575
又は中間純損失(△ )[ ] (

515 △ 1,356 575

) ( ) (515
うち中間(当期)純利益

未 成 工 事 受 入 金

短 期 借 入 金
未 払 金
未 払 法 人 税 等
未 払 費 用

預 り 金
賞 与 引 当 金
そ の 他

期  別    

流 動 負 債

支 払 手 形
買 掛 金

役員退職慰労引当金
債務保証損失引当金

資 本 金

固 定 負 債

長 期 借 入 金
預 り 保 証 金
繰 延 税 金 負 債

負 債･資 本 合 計

負 債 合 計

資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

そ の 他 の 剰 余 金

中間(当期)未処分利益
又は中間未処理損失(△)



(2)中 間 損 益 計 算 書

(単位:百万円未満切捨表示)

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

自 平成12年4月 1日 自 平成13年4月 1日 自 平成12年4月 1日

至 平成12年9月30日 至 平成13年9月30日 至 平成13年3月31日

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比

Ⅰ 17,944 100.0 16,833 100.0 35,326 100.0

Ⅱ 15,246 85.0 14,365 85.3 30,251 85.6

2,697 15.0 2,468 14.7 5,075 14.4

Ⅲ 1,749 9.7 1,680 10.0 3,420 9.7

948 5.3 787 4.7 1,654 4.7

Ⅳ 308 1.7 122 0.7 435 1.2

23 9 36

224 92 262

60 19 136

Ⅴ 566 3.1 484 2.9 1,107 3.1

510 442 1,014

55 42 93

690 3.9 424 2.5 982 2.8

Ⅵ 647 3.6 390 2.3 1,467 4.1

― 380 ― 

52 9 54

595 ― 782

― ― 630

Ⅶ 809 4.5 2,407 14.3 1,816 5.1

767 155 894

― 187 45

― 2,048 140

15 15 30

19 ― 39

― ― 632

6 ― 33

又は税引前中間純損失(△)

13 0.1 13 0.1 27 0.1

― 9 0.0 30 0.1

― 258 ― 
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515 △ 1,356 575

633△ 1,591 △ 9.5 1.8

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益
515 2.9 △ 1,614 △ 9.6 575 1.6

528 3.0

　　　期　　別

　科　　目

％

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

％

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

受 取 配 当 金

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

経 常 利 益

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

固 定 資 産 売 却 益

固 定 資 産 売 却 除 却 損

債務保証損失引当金取崩益

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 売 却 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

退職給付会計基準変更時差異

事 業 整 理 損

法 人 税 等 調 整 額

又は中間未処理損失(△)

関 係 会 社 支 援 損

そ の 他 損 失

法人税、住民税及び事業税

税引前中間(当期)純利益

中間(当期 )未処分利益

又 は 中 間 純 損 失 ( △ )

前 期 繰 越 利 益



 中間財務諸表作成の基本となる事項 
 １．資産の評価基準及び評価方法 

有   価   証   券 
満  期 保 有  目 的 の  債 券  ----  償却原価法（定額法） 
子会社株式及び関連会社株式   ---- 総平均法による原価法 
その他有価証券 時価のあるもの  ---- 中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は

総平均法により算定) 
時価のないもの ---- 総平均法による原価法 

デ リ バ テ ィ ブ  ----  時価法 
た な 卸 資 産 
商 品 ・ 製 品  ----  総平均法による原価法（一部移動平均法による原価法） 
販 売 用 不 動 産  ----  個別法による原価法 
仕 掛 品 ・ 原 材 料 ・ 貯 蔵 品  ----  総平均法による原価法 
未 成 工 事 支 出 金  ----  個別法による原価法 

 
２．固定資産の減価償却の方法 

有 形 固 定 資 産 ---   紙製容器の製造設備は定率法を採用し、スパリゾ－トハワイアンズの施

設、賃貸用ビル、プレストレスト・コンクリ－ト及びその他コンクリ－

ト二次製品の製造設備、ゴルフ事業資産は定額法を採用しております。 
無 形 固 定 資 産  ---   自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)                              

に基づく定額法、それ以外の無形固定資産については定額法を採用して                

おります。 
３．引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金   ---  一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ                         

                    いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
賞 与 引 当 金  ---  従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込み額を計上しており                

ます。 
退 職 給 付 引 当 金   ---  従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる

額を計上しております。会計基準変更時差異（153 百万円）については、

５年による按分額を費用処理しております。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10 年）による定額法により、翌期から費用処理することとし

ております。 
役員退職慰労引当金   ---  役員の退職慰労金の支出に備えるため内規に基づく要支給額を計上                                 

しております。 
債務保証損失引当金  --- 関係会社への保証債務に対する損失に備えるため、その財政状態等を勘

案し、損失負担見込額を計上しております。 
４．リース取引の会計処理   ---  リース物件の所有者が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常の賃貸借契約に係る方法に準じた               

会計処理によっております。 
５．収益の計上基準       ---  ＰＣ事業部門の請負工事の収益認識基準として工事完成基準を採用して           

おりますが、一定規模を超える長期請負工事(工期 1 年以上、請負金額２              

億円以上)については、工事進行基準を適用しております。 
６．ヘッジ会計の方法      ---  繰延ヘッジ処理によっております。ただし、特例処理の要件を満たす金 
                               利スワップについては、特例処理を採用しております。 
７．消費税等の処理方法     ---  消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 
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（追加情報） 

金融商品会計 
当中間期からその他有価証券のうち時価のあるものの評価の方法について、金融商品に係る会計基準

（｢金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書｣(企業会計審議会 平成11年１月22日)）を適用し

ております。この結果、その他有価証券評価差額金337百万円、繰延税金負債244百万円が計上されて

おります。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

- 26 -  



(リース取引の注記)

　リース物件の所有者が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額

（単位:百万円未満切捨表示）

取得価額
相当額

減価償却
累計額相

当額

減価償却
累計額相

当額

減価償却
累計額相

当額

期末残高
相当額

機 械 及 び 装 置 837 239 865 325 837 282 555

工具、器具及び備品 260 158 234 78 189 99 90

そ の 他 150 40 176 62 154 53 100

合 計 1,248 438 1,276 467 1,181 435 745

２．未経過リース料期末残高相当額

１ 年 以 内 152 百万円 171 百万円 141 百万円

１ 年 超 590 百万円 620 百万円 562 百万円

合　　計 742 百万円 791 百万円 703 百万円

３．当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支 払 リ ー ス 料 93 百万円 92 百万円 186 百万円

減価償却費相当額 83 百万円 82 百万円 166 百万円

支 払 利 息 相 当 額 11 百万円 10 百万円 21 百万円

４．減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法によっております。

５．利息相当額の算定方法
　リース料総額とリ－ス物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法について
　は、利息法によっております。

(有価証券関係)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの
（単位:百万円未満切捨表示）

貸借対照
表計上額

時　価 時　価 時　価 差　額

関 係 会 社 株 式 217 359 220 311 217 312 95

差　額

142 90

当中間会計期間末

当中間会計期間末

前中間会計期間末

597

102

前事業年度末

貸借対照
表計上額

差　額
貸借対照
表計上額

前事業年度末

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

前中間会計期間末

808

前中間会計期間末 前事業年度末

期末残高
相当額

期末残高
相当額

当中間会計期間末

取得価額
相当額
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（平成12年9月30日現在） （平成13年9月30日現在） （平成13年3月31日現在）

110

810

取得価額
相当額

539

155

113



部門別売上高

（単位:百万円未満切捨表示）

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

自 平成12年4月 1日 自 平成13年4月 1日 自 平成12年4月 1日

至 平成12年9月30日 至 平成13年9月30日 至 平成13年3月31日

金　額 比　率 金　額 比　率 金　額 比　率

％ ％ ％

Ⅰ 6,065 33.8 5,763 34.2 10,953 31.0

Ⅱ 3,387 18.9 3,021 18.0 6,503 18.4

Ⅲ 2,927 16.3 3,013 17.9 7,620 21.6

Ⅳ 3,482 19.4 4,428 26.3 7,324 20.7

Ⅴ 2,080 11.6 607 3.6 2,924 8.3

分 譲 1,605 8.9 146 0.9 1,978 5.6

賃 貸 ・ そ の 他 475 2.7 461 2.7 946 2.7

合　　　　　計 17,944 100.0 16,833 100.0 35,465 100.0
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観 光 事 業 部 門

開 発 事 業 部 門

部　　　　　門

包 装 事 業 部 門

Ｐ Ｃ 事 業 事 業 部 門

燃 料 商 事 部 門


